〈to not do〉語順再考*
野村　忠央・Donald L. Smith

1. はじめに

　不定詞節の否定形の語順が標準的には「not to do」であり、「to not do」ではないことは学校文法でも強調されることであるし、以下のような信頼のおける文法書にもその記述は見られる。

(1) a. Try not to be late. (NOT USUALLY  Try to not be late.)

 (Swan 19952: 276)

b. It [i.e. the group ‘to＋infinitive’] cannot be split up by the negative particle not: 
e.g. The wisest policy would be not to do anything at all. (*to not do)                                        (Declerck 1991: 467)

　しかし、例えば、(分離I仮説を提案した) Pollock(1989)は以下の「to not do」語順が文法的なものとしてその派生を論じている。

(2) a. Peter expects his friends to not object to his proposals. 
b. John wants to not go.                         (Pollock 1989: 375)

また、現代英語においてこの語順を有する実例が多くあることは、これまでの多くの先行研究からも明らかである(小西(1981), 布施(1988), Declerck(1991), 東(1999), 森(1999), Mori(2000), Fitzmaurice(2000), 安井(2004)など参照のこと)。

(3) a. It’s much better to not have them screaming at each other.

   b. How could people be so insensitive as to not know they’ve got wax in their ears.                                      (東 1999: 380)

(4) a. We will send enough troops to not let Macedonia shut down its borders.

b. You have to learn to not let it start.        (Fitzmaurice 2000: 171)

以下、本稿では、不定詞節の否定形として「to not do」語順が許される語法・文法的な条件を論じていきたい。

2. 先行研究の概要

まず、本論に入る前にこれまでの先行研究をごく簡単に概観しておく。小西(1981)はこの「to not do」語順は古くからある言い方であること、try toやtend toなどの準助動詞の後で生じやすいことを指摘している。布施(1988)は分離不定詞の視点から「to not do」語順の歴史や伝統文法家たちの判断などをまとめ、収集した例文を挙げている。東(1999)は英英辞書の定義に「to not do」語順が多く使われるようになり、この表現形式が定着していること、また、イギリス英語のコーパスではこの語順の生起率が4.3％であることなどを述べている。Fitzmaurice(2000)は現代アメリカ英語に頻出する「to not do」語順(教育がある人間も多く使うことを報告している)を「反文法化 (de-grammaticalization)」という観点から興味深く論じている。(Fitzmauriceの調査では「not to do」と「to not do」の語順使用頻度はおよそ8:1である。)安井(2004)では「to not do」語順は曖昧性の除去の機能があること、通常の「not to do」語順より否定の力が強くなっていること(この2点については本稿でも後述)、一般的に「to not do」語順の頻度は低いが、個々の形式によって頻度は違うこと(例えば、頻度において、how not to do>how to not doだが、used not to do<used to not do)が述べられている。森(1999)・Mori(2000)は詳細な研究である。大規模コーパスを用いて「not to do」語順と「to not do」語順の用例の出現数を調べ、その構文型による分類を試みているのだが、それによれば、トータルの用例数・比率は、「not to do」語順と「to not do」語順で2728例(88％)：362例(12％)ということである。考察の結果、森(1999)は以下のような結論を導き出している。

(5) to不定詞が否定される場合の元々の語順は、‘to not V’であるが、通常は「丁寧さの原理」によって、toの直前に否定辞が移動する。但し､話者には否定の効力を弱めたくない意識(【強調】、【非難】等)が生じている場合には、否定辞を移動させないことがある。(注1)      (森 1999: 122)

　さて、この「to not do」語順が使用される動機として従来、一番主張されてきたのは(分離不定詞一般について主張される)「曖昧性の除去」であった(Quirk et al.(1985), 安井(2000)など参照)。以下の例を見られたい。

(6) His hardest decision was not to allow the children to go to a summer camp.                                     (Quirk et al. 1985: 497)

(7) a. His hardest decision was to not allow the children to go to a summer camp. (彼の一番大変だった決断は子供たちに夏のキャンプに行くことを許さないことだった。)

b. To allow the children to go to a summer camp was not his hardest decision. (彼の一番大変だった決断は子供たちに夏のキャンプに行くことを許したことではなかった。)                           (Ibid.)

つまり、(7a)の「to not do」語順を用いれば、notは一義的に不定詞のallowを否定することになるが、(6)の「not to do」語順を用いてしまうと、不定詞を否定する(7a)の読みなのか、主節のwasを否定する(7b)の読みなのか曖昧になってしまうということである。

しかし、森(1999)・Mori(2000)が主張するように、このような曖昧性が生じるのは不定詞節がbe動詞の補部になっているパターンのみで、他の構文型では文意に曖昧性が生じることはない。よって、曖昧性の除去を「to not do」語順の使用動機とみなすことは極めて不十分である。またFitzmaurice (2000)は、「not to do」語順と「to not do」語順には微妙な意味の差異があることを報告しており、そもそも両者は完全に同義ではないとすべきである。これは「形が違えば、意味も違う」という原則からしても当然であろう。

以上、本節ではこれまでの先行研究を簡潔に概観した。

3. 「動作」と「状態」

　本稿では、前節までの内容も踏まえ、以下の(8)を主張する。

(8) 不定詞節においては、(i)(無標の)「not to do」の語順も、(ii)(有標の)「to not do」の語順もどちらも許される。しかし、語順が含意する意味として(i)は「動作」を、(ii)は「状態」を表すので、有標の語順(ii)は特にそれが遵守されねばならない。

なお、この(8)が意味することは、「not to do」語順は常に「動作」を表すということではないことに留意されたい。つまり、「not to do」語順は現代英語の無標の語順なので統語上のdefaultとして「動作」も「状態」も示すのである。すなわち、本来は語順の含意する意味として、「not to do」語順は「動作」を表すのであるが、default語順であるため、「状態」も許されるということである。以下の(9)は「not to do」語順が「動作」を表している例である。

(9) Not to have a PhD will make it hard to find a job, so you had better try to finish writing your thesis. (博士号を取らないと仕事を見つけるのが大変だから、頑張って学位論文を書き終えるよう努力しなさい。)

それに対し、「to not do」語順は有標の語順なのであるから、わざわざそれを使う場合には、「状態」という制約が守られないと非文になるということである。よって、以下の(10)は「to not do」語順が用いられているが、この制約を満たしているので文法的である。

(10) To not have a PhD will make it hard to find a teaching job, so maybe you had better try something else. (博士号を持っていないと教員の仕事を見つけるのは大変だから、もしかしたら何か他のことをやってみた方がいいかもしれない。)(注2)
つまり、本文の(8)にもう少し記述的正確さを与えると、以下の(11)のようになる。(注3)

(11)「not to do」語順は「動作」(とdefaultとしての「状態」)の意味を表すが、「to not do」語順は有標の語順であり「状態」の意味しか表さない。(注4), (注5)

　さて本論に戻り、(8)の立場に立って、以下の例を見てみよう。

(12) You are {not to/*to not} be late. (＝Don’t arrive late.) (動作)

(13) a. You are not to say a word until he has left. (動作)

(＝Don’t say a word until he has left.)

b. You are to not say a word until he has left. (状態)

(＝Keep silent until he has left.)           (以上、野村 2004a: 694)

(14) a. Peter expects his friends to not object to his proposals. (＝(2a))

(＝Peter expects his friends to have the opinion that they do not object to his proposals.) 
b. John wants to not go. (＝(2b))

(＝John wants to be among those who do not go.)

これらは(8)によって自動的に説明できる。(12)の文意は当然、「遅刻するな」であるから「動作」を表す「not to do」のみが可能である(「状態」の意味を表す「？遅刻しているな」は不自然である)。それに対し、(13a)の「彼が立ち去るまで一言も話すな」(動作)、(13b)の「彼が立ち去るまで黙っていろ」(状態)はどちらの意味解釈も可能であるから、not to say…とto not say…の両方の語順が可能である。(注6)(14a, b)も同様である。これらは、例えば学校文法の英作文では好ましくない答とされるであろうが、実際にはカッコ内に文意を示したように、「状態」の解釈として全く文法的である。

　それでは、(12)の“*You are to not be late.”で示したように、「状態」を表すbe動詞の場合はこの語順(＝to not be…語順)は常に不可能なのであろうか。確かに、命令のプロトタイプは相手に何かの「動作」をさせることであって、何かの「状態」を継続させることではないため、(12)のタイプの「to not be」語順は容認されにくいと言える。しかし、これは飽くまでも傾向であって、例えば、映画や劇の監督が役者に指示を与えるような場面を想定すれば、以下の(15)のにおけるようなto not be…語順は問題なく容認可能になる。

(15) When the scene begins, you are to be totally absorbed in reading the　newspaper.  You are to be unaware of anything going on around you.  You are to not be hearing anything going on around you.
つまり、役者にわざと「周りの状況が聞こえていない」演技をしなさいというという場合には「状態」を表すからである。

　次に、上記(5)に示した森(1999)の主張、つまり、「to not do」語順は「強調」や「非難」を表すという点について言及しておく。基本的に私たちもこの主張が意図することは正しいと考える(Fitzmaurice(2000), 安井(2004)も参照)。なぜなら、有標の語順を敢えて用いるということは、機能論的にその言語形式を用いる、それだけの理由が存在しなければいけないはずだからである。但し、私たちの考えでは、「to not do」語順は「強調」や「非難」というような意味を直接、有しているのではなく、「～しないでいること」という言語形式本来の意味が「主語の固執、非協力、強い関与」などを含意し、それが結果として「強調」や「非難」の場面で用いられることが多いと考える。(注7)
　しかし、ここで疑問が起こるかもしれない。「to not do」語順が「主語の固執、非協力、強い関与」などを表すというのであれば、それは「状態」ではなく「動作」を表すのではないのか、という疑問である。一見すると、その考えを支持するような言及がRadford(2004)に見られる。以下の(16-17)を見られたい。(注8)

(16) a. He decided [not to co-operate with the police].
b. He decided [to not co-operate with the police].  (Radford 2004: 169)

(17) There is a subtle meaning difference between the two examples: (45b) (=(16b)) implies a much more deliberate act of defiance than (45a)(=(16a)).                                             (Ibid.)

(17)でRadfordは「公然たる反抗という故意の動作(deliberate act of defiance)」という説明をしていることに留意されたい。確かに、(16b)の方が(16a)よりも強い立場の英文であることはその通りである。しかし、私たちは以下の(18a, b)に示すように、(16a, b)の基本的な意味はやはり、それぞれ「動作」、「状態」であって、(16b)の強調的意味はその「状態」の意味から含意する｢主語の固執、非協力、強い関与｣からもたらされているものであり、よって、(16b)の意味は結論的には(19)として言い換えられるべきものだと考える。

(18) a. decide [not to do]→「doする動作をしないこと」を決断する

b. decide [to not do]→「doしない状態を維持すること」を決断する

(19) He decided to maintain the position of non-cooperation as opposed to simply not act in a cooperative manner. (＝(16b)の意味)

　この(18)の主張の妥当性を示すために(16a, b)の例文の主節動詞にdecideではなくwantやtryを用いた例を考えてみよう。

まず、wantについてであるが、want toは後続する述語が何らかの動作を表すことを要求する。つまり、以下の(20a)のbeは「状態のbe」ではなく「動作のbecome」の意を表しているし、(20b)のknowは「状態の「知っている(be in the state of knowing)」」ではなく「動作の「知る(find out)」」の意を表している。

(20) a. He wanted to be a teacher.

b. He wanted to know the answer.

これを踏まえた上で、以下の(21a, b)の文法性を見てみよう。

(21) a.  He wanted not to cooperate with the police.(注9)

b. *He wanted to not cooperate with the police.
もし、「to not do」語順が「動作」を表しているのであれば、(20b)はwant toが「動作」の後続を要求することと合致して文法的になるはずだが、実際は非文である。実は(20a)の「not to do」語順の方が文法的なのであり、「not to do」語順が「動作」を表すという本稿の主張と一致している。

　次に、tryの場合であるが、decidedをtriedに替えて、「自分の意志(→動作を含意する)に反してそうせざるを得なかった」に相当する英語表現を後続させてみよう。

(22) a. He tried not to cooperate with the police, but in the end [he was forced to do so/he gave in and did so].
b. He tried to not cooperate with the police, but in the end [??he was forced to do so/*he gave in and did so].(注10)
　微妙な差ではあるが、違いがある。つまり、この文法性の差は、(22a)の「not to do」語順が「動作」を表し、(22b)の「to not do」語順が「状態」を表しているという本稿の主張が正しいことを示している。

以上のことから、「to not do」語順は確かに「強調」や「非難」などの場面で用いられやすいが、そのような強調的な意味は「to not do」語順に直接由来するのではなく、語順が表す「状態」の意味が「主語の固執」などの意味を含意し、それが結果として「強調」や「非難」の場面で多く用いられているのだと結論できる。(注11)
4. おわりに
以上、本稿では不定詞節の否定形として「to not do」語順が許される語法・文法的な条件について論じてきた。結論として、この語順は有標の語順であるので、語順の含意する意味たる「状態」を表していなければならないと主張した。また、この語順を有する英文は「強調」や「非難」の意味を表すことが多いが、それは｢状態｣の意味からもたらされる含意であることも論じた。

英語教育では専ら「not to do」語順が正しいもので、「to not do」語順は誤った形だと教えられる。しかし、規範的には「not to do」語順が多く使われるとしても、受容の知識として、現代英語では間違いなく「to not do」語順も散見されるし、それには「主語の固執、非協力、強い関与」などの強調的意味が込められているということも教えられるべきだと思われる。

注

* 本稿の内容に関し、有益なコメントをいただいた高見健一(学習院大学)、外池滋生(青山学院大学)両氏に記して感謝申し上げる。

1. 森(1999)・Mori(2000)は「not to do」語順と「to not do」語順に派生関係を認め、「to not do」語順が基底形でそこからnotが移動して「not to do」語順が派生したと考える。しかし、私たちは両者の語順は少なくとも統語論的には別の構造であり、一方から他方が派生したとは考えない。この2つの語順の派生を論じたものとしてはPollock(1989), Iatridou(1990), 長谷川(2003), Nomura(2006)などがあるが、本稿ではこの問題についてこれ以上は論じない。

2. よって、動名詞の否定形表現である以下の(i)に近いのは、この場合、意味内容からして(9)よりもむしろ(10)ということになる。

　(i)Not having a PhD will make it hard to find a teaching job, so maybe you had better try something else. (≒(10))

3. 筆者の一人野村は、野村(2004a)・Nomura(2006)において、仮定法現在節で〈have・be＋not〉語順が許される条件を本稿の内容と類似して「動作」・「状態」の観点から論じたが、(11)とほぼ同様の補足を野村(2004b)に記した。参照されたい。

4. なお、この関係は事物の授受・移動を表す2つの構文、無標の「与格構文」と有標の「二重目的語構文」との関係に類似している。つまり、以下の(ia, b)はどちらも「旧情報から新情報へ」という情報構造上の制約を破っているが、(ia)の与格構文はdefaultの構文であるので非文にならない。しかし、(ib)の二重目的語構文は「間接目的語より直接目的語の方がより新しいことを示す構文」であるので、「旧情報から新情報へ」という情報構造上の制約を破ると非文になるのである(高見(2003)など参照)。

(i) a.  John gave a book (新) to her (旧).

b. *John gave a girl (新) it (旧).                     (高見 2003: 44)

5. 筆者の一人野村は野村(2004a: 604、注4)で「このような語順がもたらす意味は、Modal be (＝be to不定詞)とnotの間にも同様に見られる」と述べたが、本文での説明の如く、(12-13)の容認可能性の関係は「Modal beとnotとの関係」ではなく、「notとtoとの関係」として述べられるべきものである。ここに記して訂正したい。

6. (11)の定式化に関連し、外池滋生氏(私信)から不定詞句全体の統語上の否定はやはりnot [to do]で、to [not do]は動詞句否定であるので、(11)のような意味が生じるのではないかという示唆を頂いた。記して感謝申し上げる。

なお、筆者の一人野村もNomura(2006: Chapter 4)において「to not do」語順は動詞句否定であるという議論を展開しているが、注1にも記したように、これらの語順に関する統語論上の派生に関しては稿を別に改めたい。

7. このことは、例えば、(i)のようなalwaysやall the timeと共起した進行形は「非難」を表しやすいが、しかし、進行形という言語形式そのものに「非難」という意味が内在化しているわけではないことと同様であると思われる。 

　(i) John is always asking silly questions.

8. Radford(2004)の(16a, b)の例文と(17)の記述の存在をご教示頂いた高見健一氏(私信)に感謝申し上げる。

9. もちろん(21a)は、英語としては以下の(i)の方が自然である。しかし、このことは本文の議論に影響しない。

(i) He didn’t want to cooperate with the police.
10. 「動作」・「状態」と直接関連しない表現が後続している以下の(i)などは当然、文法的になる。

(i) He tried to not cooperate with the police, but in the end he had to change his position.

11. 本稿の内容からすれば、Radfordは(17)のような表現ではなく、以下の(i)のような表現を与えれば適切であったように思われる。

　　(i) In (16b), the speaker has decided to take a stand, while in (16a), the speaker has simply decided to act in a certain way by not cooperating.  Taking a position or a stand seems stronger than simply behaving in a particular way.  That is, (16b) implies maintaining a more determined position of defiance, like taking a stand as opposed to undertaking a different course of action.
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執筆のための見本原稿です。

この見本は、WORDのドキュメントファイルで、日本語で執筆される英語学の論文に適している形式となっています。日本語学の論文にもほぼ適応しています。

本形式をご利用下さり、執筆されますと形式体裁についてひつじ書房が推奨する日本語の学術論文の体裁になります。（wordの設定は39字×29行となっていますが、）34字×29行の体裁になります。本の仕上がりのイメージに近いものとなります。どうぞご利用下さい。

また、実際の論文集などの場合、全体の分量によって、分量が多いことが予想される場合に１ページの行数を増やしたり、個々のケースによって調整を行いますので、実際のご執筆の際は事前にご相談いただきますことをお奨めします。

「野村忠央・Donald L. Smith (2007) 「〈to not do〉語順再考」『英語青年』第153巻6号（2007年9月号）、pp. 368-371.　研究社.」の元原稿です。今回の目的のために、主旨をご理解下さり、原稿の利用をお許し下さいました野村忠央先生、ご許可いただきました『英語青年』編集部にお礼申し上げます。

ひつじ書房　編集長・代表取締役社長　松本功
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